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1.　研究概要
　1─1.　要旨
　21世紀を迎え、エレクトロニクス業界において日系企業は業績不振に陥っている。高
度経済成長期から日系企業はMade in Japanの品質、技術力で他国の競合企業の追随を許
さなかった。しかし、Appleや Samsung電子の台頭など競合企業が力をつけてきたこと
に留まらず、SHARPや Panasonicにいたってはかつてない不振から事業や組織の在り方
をも問い直されている。なぜ日系企業は凋落したのか。その要因は各企業の事業戦略の差
異といった個別具体的なものではなく、日系企業、エレクトロニクス業界全体に通じるも
のであると考える。「エレクトロニクス業界において、モノづくりは成長要因ではなくな
った」という仮説をもとに、分析、考察を深める。優位性をもたらした日系企業の特徴が
業績不振の現状をもたらしていることに触れる。新たな動きとしてスマイルカーブの底辺
である製造に特化した EMS企業がエレクトロニクス業界の中心となりつつある。その潮
流が日系企業凋落の要因であると考え、技術のコモディティ化など時代や環境の変化に触
れながら EMS企業の概要を紹介する。
　EMS企業が台頭してからまだ 20年も経っていないが、現段階までの EMS企業の実態
を分析していく。エレクトロニクスの主流となりつつある EMS企業について考察するこ
とで今後のエレクトロニクス業界への示唆としたい。技術力の優位性、国内での需要喚起
に終始するあまり、めまぐるしく変化する国外の環境を気に留めず、国内で組織構造の改
変などに着手しなかった日系企業の体質、風潮が現状を招いていると考える。
　以上の考察から日本企業凋落の要因と、今後のエレクトロニクス業界への示唆として
EMS企業の動向を述べる。
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　1─2.　本研究の背景
　われわれはエレクトロニクス業界を研究対象とするにあたり、2000年以降の日系企業
と EMS企業に焦点を当てた。エレクトロニクス業界は、電子機器産業（総合家電、情報
通信機器など）、電子部品・デバイス産業、ITソリューション・サービス、社会インフラ
など多岐にわたる。
　研究を進めていくうちに日系企業の業績不振は各企業それぞれの戦略によるものではな
く、日本のエレクトロニクス業界、日系企業全体に通じる原因があるのではないかと考え
はじめた。
　われわれは日系企業凋落の原因と同時に、Appleや Samsung電子など現在エレクトロ
ニクス業界をリードしている企業の成功要因も調べたところ、製造に特化した EMS企業
が台頭していることがわかった。これらのことから、かつて隆盛を誇った日系企業の凋落
と、現在の EMS企業の隆盛と動向を研究することとなった。
　1─3.　本研究の仮説と意義
　本研究の研究対象は日系企業と EMS企業である。われわれは、日系企業の凋落、EMS
企業の台頭から、「エレクトロニクス業界において、モノづくりは成長要因ではなくなっ
た」ということを仮説とする。エレクトロニクス業界全体で起きている技術のコモディテ
ィ化や製造におけるアウトソーシングの兆候からこの仮説を導出した。モノづくりとは、
生産工程を指すものとする。日系企業がかつて技術力と規模の経済性を活かしながらモノ
づくりに注力することで成長を続けてきた。しかし、技術のコモディティ化により技術力
による差別化が困難になり、製造に特化した EMS企業の台頭から従来の規模の経済性、
コストメリットでは太刀打ちすることができなくなった。これらのことを日系企業の凋
落、EMS企業の実態を考察しながら、ものづくりが成長要因ではなくなったという仮説
を証明していく。
　そして、仮説の証明にあたり、ここ数年動向が激しいエレクトロニクス業界における失
敗と成功要因を見出すだけでなく、今後の業界での動向に対する新たな視座をもたらすこ
とを目指す。
　4章では日系企業凋落の要因と EMS企業の動向についてまとめながら、これら二点を
念頭に置き本研究の仮説を証明していく。これまでのエレクトロニクス業界の動向を考察
しながら、業界への新たな視座を与えるという意義を持たせる。
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2.　日系エレクトロニクス企業の栄枯盛衰
　2─1.　概要
　この章においては、主に日系企業に着目し、その栄枯盛衰について事例を交えながら考
察していく。それは近年、日本のエレクトロニクス業界の業績不振が目立つからである。
SONY、SHARP、Panasonic（松下電器）という代表的な日本のエレクトロニクス企業の
業績が著しく低下している。しかし、20世紀に目を向けると日本企業は世界のマーケッ
トを席巻し、高い業績と高いプレゼンスを世界に対して誇っていた。特に SONYなどは
イノベーティブな商品を世の中に送り出していて、世界的に有名なブランドであった。し
かし、Appleや Samsungのような外資系企業にマーケットを明け渡しているのが現状で
ある。2011年の「世界のブランドランキングトップ 100」（Millward Brown発表）による
と、1位は Apple、3位に IBM、67位には Samsungがランキングしている。一方で
SONYは 85位というランキングになっている。Panasonicや SHARPといった日本企業
は、もはやランクインをしていない。20世紀には、このような現状は想像できていなか
ったであろう。それゆえこの節では、なぜ日本企業は現在このような状況に陥ってしまっ
たのかを考察していく。
　2─2.　日系エレクトロニクス企業の衰退要因
　20世紀において世界の市場で大きなプレゼンスを誇っていた日系企業が、現代社会に
おいていかにして凋落してきたのか。この節ではその点について考察していく。
　日系企業が直面している問題は大きく分けて 3つあると考えた。
①　日本企業モデルの限界
②　選択と集中の不徹底さ
③　垂直統合型モデルの限界～巨大 EMS企業の出現～
　①　日本企業モデルの限界
　日本企業が直面している問題として日本企業モデルの限界があげられる。日本企業モデ
ルとは『日本の競争戦略：M. E. ポーター』に書かれている、日本企業の特徴である。M. 
E. ポーター（2000）は、日本企業モデルの特徴として 10項目をあげている［ 1］。
1　高品質と低コスト
2　幅広い製品ラインと付帯機能
3　リーン生産
4　資産としての従業員
5　終身雇用制
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6　コンセンサスによるリーダーシップ
7　強固な企業間ネットワーク
8　長期的目標
9　高成長産業への企業内多角化
10　政府との緊密な協力環境
　上記のような特徴は、日本企業にとってメリットをもたらしたこともあるが、現代にお
いては必ずしもメリットとして働いていない。つまり高度経済成長時代の日本企業モデル
には限界がきているのである。主に「高品質と低コスト」、「強固な企業間ネットワーク」、
「高成長産業への企業内多角化」の観点に関しては特に限界をむかえているといえる。
・高品質と低コスト
　M. E. ポーター（2000）によれば「従来の日本企業モデルは、卓越した品質と競合他社
より低いコストを同時に提供することができれば競争優位を得ることができる」という信
念に基づいている。このアプローチの核心は、プロセスの改善であり、欠品率、再作業、
あるいは部品点数を削減することによって、コストを減少させるだけでなく、品質も同時
に達成できるというものであった。標準化、大量生産、そして不必要な生産が可能である
という観点からの非常に高いレベルの品質を実現する最良の方法であるという見識を日本
企業は特に持っていた」［ 1］とあるが、現代の世界においてこの常識は通用しない。か
つての日系企業は「カイゼン」という言葉にも表わされるように、「ものづくり」によっ
てコストと品質の同時達成をしていた。しかし、現在のコスト競争においては、作業プロ
セスの改善だけでは人件費のコスト分の費用削減にはつながらない。また、情報通信など
の発達により、新しい技術はコモディティ化が進展し、新興国の安い人件費を利用した企
業にコストという優位性において競争力を日本企業は持ち得なくなってきてしまっている
のではないのだろうか。「Made in Japan」の品質というのはもはや過去の存在であり、
「ものづくり」の作業プロセスによって優位性は生み出せなくなってきていると思われる。
・強固な企業間ネットワーク
　M. E. ポーター（2000）によれば「日本型企業モデルの重要な要素の一つに、クモの巣
のように複雑に張り巡らされた企業間ネットワークがある。このネットワークは、銀行、
供給業者、さらには関連産業分野の企業から構成される。その中でも最も有名なのは「系
列」の名で知られている企業グループであろう。系列内の各企業は、それぞれ高い独自性
をもって経営されている一方、可能な限り系列内で製品やサービスの売買を行うべきとい
う強固な不文律によって縛られている」［ 1］とある。このような企業間ネットワークも、
成長時はよいが、現状のような成長の限界を迎えつつある日本経済にとっては必ずしもプ
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ラスに働く要素ではない。系列会社というような強固なネットワークを作ったために、健
全な市場の原理が働かず、コストなどがかさんでしまっている可能性は否定できない。後
述する EMS企業に、生産を委託したほうがコストカットできるとしても、強固な企業間
ネットワークのために、委託ができない状態になっているのではないだろうか。
・高成長産業への企業内多角化
　「強固な成長志向は、多角化も助長した。特に高成長産業への多角化は、企業の寿命を
延ばすとともに、既存の成熟産業への余剰人員を再配置する機会を提供した。欧米企業に
比べて日本企業は、内部資源の活用により関連産業への多角化を行う傾向がある」［ 1］
とある（M. E. ポーター、2000）。これは、②の「選択と集中の不徹底さ」でもあげたの
だが、高度成長時代はこのような企業多角化が功を奏したこともあるだろうが、現代の状
況において、日本企業がとるべき戦略は「多角化」ではなく、「選択と集中」ではなかろ
うか。
　このように、M. E. ポーターが指摘した日本企業モデルには限界を迎えているものがあ
り、そのようなモデルの特性が日本企業の成長の弊害となっていると考える。
　②　選択と集中の不徹底さ
　選択と集中とは、自社の得意な事業領域を明確にし、経営の資源を集中的に投下する戦
略のことである。企業は人、物、金、情報の 4つの資源を事業に投入することで活動を行
っている。この資源を効率的に投資して多くの利益をあげることが経営そのものである。
日本のエレクトロニクス企業はバブルの右肩上がりの時代には、効率性を考えなくとも、
この資源を大量にかつ全方位に投下して事業を拡大することが可能であった。そのため、
日立、東芝、Panasonic、SHARP、SONYといったエレクトロニクスメーカーは様々なエ
レクトロニクス分野を扱う総合家電メーカーへと転化を遂げた。特に SONYにおいては、
金融業やエンターテイメント業まで事業領域を拡大した。しかし、バブルがはじけ、不況
の状況にあってバブル当時と変わらず領域を拡大する必要は特にない。むしろ広げすぎた
ふろしきをたたまなければならない時期に今日の日系企業はあるといえる。広げすぎた事
業ポートフォリオを見直し、自社の得意な事業領域を明確にできていない現状のため、日
系企業は苦戦をしいられている。それを裏付けるように、Samsung電子では、韓国通貨
危機の際に、事業領域を見直し、「半導体、液晶、通信（携帯）」に選択と集中を行い、ど
の事業においても現在世界のシェア 1位を獲得することができている。しかし、日系企業
の中でも東芝のように選択と集中を行い、業績を取り戻しつつある企業も存在する。
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　③　垂直統合型モデルの限界～巨大 EMS企業の出現～
　最後に、垂直統合型モデルの限界について言及する。日本のエレクトロニクス企業の多
くは垂直統合型をとっていたのだが、それはもはや限界を迎えている。そもそも垂直統合
をする意味は、自国内で国内部品メーカーなどとすり合わせをすることで、高品質な製品
を作ることを目的としていた。つまり事業ドメインの上流から下流までを統合して競争力
を強めるビジネスモデルである。しかし、現代のエレクトロニクス産業においてバリュー
チェーンの上流から下流まで統合するメリットは少なくなってきている。その大きな要因
となってきているのが、ホンハイなどを代表とする巨大 EMS・OEM企業の出現である。
もともと垂直統合することによって生産工程まで一貫してマネジメントしコストカットを
図ろうとしているが、現代では水平統合型モデルによって EMSや OEMに製造を委託す
るほうがコスト競争力を持てるようになっている。それを裏付けるように、収益を上げて
いる企業の多くはファブレス企業という形態をとっている。ファブレスとは自社で工場を
持たずに、他の OEMや EMSといった企業に生産を委託し、デザイン、設計、マーケテ
ィングなどを行う会社形態のことである。Appleなどはこの典型的な企業であり、日本で
はキーエンスや任天堂がファブレス企業である。つまり、ここから「モノづくりそのもの
には競争優位性が消失しつつある」ことがいえるであろう。
　しかし、多くの日系企業は「モノづくり」にいまだ固執している。その結果が図 1で表
されている垂直統合度合の高さである。また「2005年版ものづくり白書」によると、「日
本の製造業で最も利益率の高い工程はどこか？」という質問に対しての企業の答えの割合
が以下の通りとなった。
　「製造組み立て」が 44.4％、「販売」が 30.8％、「開発・設計」が 8.4％という結果となっ
ている。この結果からもわかるように、日本の企業は垂直統合による「日本式モノづく
り」が重要だと考え、固執している。その結果として、EMS・OEM企業をうまく活用で
きずに凋落してしまった。
　2─3.　まとめ
　この章では、日本エレクトロニクス産業の栄枯盛衰を、事例を交えながら時系列で観察
鴻海 サムスン ソニー アップル パナソニック シャープ
海外売上比率 100％ 83％ 70％ 61％ 47％ 52％
垂直統合度 0％ 90％ 28％ 0％ 69％ 89％
最終利益（円） 2071億 1兆 30億 ▲ 4560億 1兆 6570億 ▲ 8128億 ▲ 3780億
従業員数（人） 90万 10万 1970 16万 8200 2900 33万 767 5万 5500
出典：東洋経済 2012.4.14
表 1　海外売上比率と垂直統合度の比較
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し、そしてなぜ日本企業が衰退してしまったのかについて以下の 3つの観点から考察をし
た。
①　日本企業モデルの限界
②　選択と集中の不徹底さ
③　垂直統合型モデルの限界～巨大 EMS企業の出現～
　この中で、次の章ではエレクトロニクス業界に大きな影響を与えている EMS企業につ
いて詳しく考察していく。スマイルカーブの底辺であるはずの、製造に特化している
EMS・OEM企業はどのようにして生まれたのか、またどのような問題を内包しているの
かを述べ、仮説証明の裏付けとする。
3.　EMS企業の台頭と実態
　3─1.　概要
　前章で日系企業が採用している垂直統合型モデルは市場の変化によってもはやメリット
はなくなってきていると記した。逆に米国系エレクトロニクスメーカーは EMSや OEM
企業を利用し、製造をアウトソーシングすることによって成功をおさめている。
　本章では日系企業が活用しきれなかった EMS企業などの受託生産企業がどのようにし
て発生してきたのかを市場環境の変化、エレクトロニクス産業の歩んできた歴史を踏まえ
理解を深めた上で、EMS企業がエレクトロニクス産業に与える影響について考察をして
いく。
　3─2．EMS企業の歴史と変遷
　EMS企業は自社ブランドを持たずに自社で設計から製造まで行う受託生産企業である。
OEM生産や ODM生産の進化した形とも言える EMS企業の歴史と変遷について述べる。
　①　EMSの始まり
　EMS企業とは 1980年代に米国で登場した受託生産企業である。特に、ソレクトロン
（米国）は EMS企業の元祖ともいえる存在である。ソレクトロンはサーキットボードな
どの組立 OEMメーカーとしてプリント回路基板の設計や組立などを行なっていた。ソレ
クトロンは OEMメーカーとして世界最大の規模にまで成長し、ハイテクノロジー産業の
分野を網羅するほど様々な企業の受託生産を行ったのである。
　ソレクトロンのような企業は元々単なるメーカーの下請け工場であったが、1980年代
以降、組立に高い技術を要する製品が増えたことによって製造をアウトソーシングする需
要が高まったのである。その理由は、高い技術を要するハイテクノロジー産業はプロダク
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ト・ライフサイクルが短く、新しい製品を次々に出す必要があったからである。新しい製
品を出すために設備投資を度々行うことよりも、このような下請け工場へ任せてしまった
ほうがコスト削減することができたのである。そこで様々な企業が下請け工場を活用して
生産を行うようになり、単なる下請け工場が EMS企業という受託生産企業に特化した企
業に成長していったのである。また、ソレクトロンが成功した原因は上記のようなプロダ
クト・ライフサイクルにより変化した環境要因によるものだけでない。ソレクトロンは製
造だけでなく部品調達から、物流、販売までも担当する企業へと業態を変えていったので
ある。ソレクトロンは特に物流部分をコア・コンピタンスとした。これによりソレクトロ
ンは成功し、世界最大の EMS企業となったのである。これが EMS企業という業態の始
まりである。
　②　EMS企業と下請け工場の違い
　下請け工場にすぎなかったソレクトロンが EMS企業へと業態を変えていった例を上に
記したが、そもそも下請け工場と EMS企業の違いはどこにあるのだろうか。生産者と発
注者の関係性と、部品調達方法、業務範囲、ロット数の視点から見た下請け工場と EMS
企業の違いを以下に述べる。
　1　生産者と発注者の関係性
下請け工場と EMS企業の違いは生産者と発注者の関係性にある。下請け工場の場合は発
注側に圧倒的な決定権があるため、二者間で明確な上下関係が見られる。一方、EMS企
業の場合は、発注者と生産者（EMS企業）が対等な関係を築いているという違いがある。
　2　部品調達
下請け工場が発注者から指定された部品を使用して生産するのに対し、EMS企業は部品
調達などもすべて自社で行う。EMS企業がアウトソーシングに特化していることによっ
て下請け工場よりも多くの企業から受託生産を行なっている。そのことから EMS企業は
部品調達の際に規模の経済性を得ることが出来、コスト削減につなげている。
　3　担当業務範囲
下請け工場は製品の製造部分にしか関わらないが、EMS企業の場合は製品によって製造
以外の販売や物流などの部分も行う場合がある。
　4　ロット数
下請け工場は、事業規模が小さく、生産するロット数も少ないが、EMS企業の場合は多
くの企業から大量の製品を受託生産しているため大量ロット生産を行なっている。
　以上 4つが EMS企業と下請け工場の違いであるといえる。下請け工場が 1990年代の
エレクトロニクスメーカーによる製造のアウトソーシング化の波に乗り、事業を拡大して
いった過程で EMS企業へと変化していったことが分かる。
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　3─3.　EMS企業の発展
　米国で誕生した EMS企業が急成長しはじめたのは 1990年代からのことであった。な
ぜ EMS企業が急速に勢力を増し、発展していったのだろうか。大きく 2点の要因があっ
たと考える。
　①　バンドワゴン的アウトソーシング
　1990年代になるとコンピュータ市場の成長率は鈍化していった。プロダクト・ライフ
サイクル理論でいう「成熟期」に入り、もはや各社ごとに製品の差別化を行う時代ではな
く価格競争の時代に入っていった。つまり従来のような垂直統合型モデルではコスト競争
力を高めることが出来なくなったのである。また、製造をアウトソーシングしコスト競争
力が高いことを優位性としていた Ciscoなどのベンチャー企業が成長してきたこともあ
り、企業は変革を余儀なくされた。そこで DELLや IBM、HPなどの大手エレクトロニク
スメーカーがコスト競争力を高めるため、続々と製造のアウトソーシングを行っていっ
た。一つの企業がアウトソーシングを始めると他の競合企業もそれに追随してアウトソー
シングを行なったのである（バンドワゴン的なアウトソーシング）。また、製造のアウト
ソーシングを行う際に、DELLや IBMなど元々自社工場を持っていた企業は、自社工場
を EMS企業へと売却を行った。各地の工場を買収したことによって EMS企業は更なる
大量生産が可能となり、事業規模を拡大していったのである。
　②　通信自由化法
　EMS企業が発展した要因の 2つ目は、1996年にアメリカで電気通信法が改正されたこ
とがあげられる。この電気通信法改正によって、米国の通信市場の規制が大幅に緩和され
たのである。インターネットなどのインフラ部分が以前より整備されるようになり、付随
してコンピュータなど情報通信産業も発展していったのである。大手エレクトロニクスメ
ーカーはこれを機会に事業規模を拡大していった。その過程で EMS企業が出現し、発展
していったのである。
　3─4.　まとめ
　このように EMS企業は発展を遂げて来ており、世界の市場において非常に重要なポス
トを占めるようになってきている。
　このような巨大な EMS企業の出現により、前章で述べたような、日本企業の垂直統合
型モデルのメリットを消滅させつつあり、それと同時にモノづくりそのものに競争優位性
が消失していくような流れを生み出したのだと考えている。
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4.　結論
　4─1.　本研究の結論
　結論として、「エレクトロニクス業界においてモノづくりは成長要因ではなくなった」
という仮説が成り立つことを証明する。仮説を証明するために 2つの根拠をあげる。
①　モノづくりに固執したことが日系企業凋落の要因である。
②　EMS企業はモノづくりに特化するが、今後の成長を保証されているわけではない。
　①・②は第 2章、第 3章で述べてきたことであるが、それぞれの根拠をあらためて以下
に証明する。これらの根拠を証明することによって、「エレクトロニクス業界においてモ
ノづくりは成長要因ではなくなった」という仮説が成り立つと考える。
　①の証明は以下のようになる。かつてエレクトロニクス業界は特異な技術を要したた
め、すり合わせ型製造である必要があった。日系企業は日本型モデルの特徴も相まって垂
直型統合モデルにおける技術力向上、規模の経済性の発揮、企業内多角化を進めた。これ
らは堅調なモノづくりの下支えがあったため成しえたことであり、製造、モノづくりにお
いて利益やコストメリットを生み出すことが容易であった。しかし、時代が変遷し、エレ
クトロニクス業界においても技術のコモディティ化によりモジュール型の製造が可能にな
った。そのことにより、EMS企業が台頭し、日系企業がもつ従来のモノづくりの優位性
を奪ったといえる。にもかかわらず、これまで享受してきた恩恵や染みついた体制として
日本企業モデルの特徴や選択と集中の不徹底が障害となり、優位性をモノづくり以外の部
分から得るという転換に失敗した。これらのことから、日系企業凋落の要因は、モノづく
りに下支えされた、つまりモノづくりに成長要因を追求した競争戦略、組織構造から脱却
することができなかったためだといえる。
　②の証明は以下のようになる。EMS企業はモノづくりの中でも製造に特化した形態で
あり、現状においてエレクトロニクス業界全体を支え、中心を担っている。エレクトロニ
クス業界においてバンドワゴン的アウトソーシングが起きていることだけ考えても、各企
業がモノづくりに見切りをつけていることを実証しているが、EMS企業の実態からさら
に強い裏付けが得られる。それは、EMS企業のリーダーであるホンハイが製造にとどま
らず、上流である開発や下流である販売にまで幅を広げていることである。EMS企業が
このまま順当に成長を続けていくとすれば、規模の経済性の効果を最大限に発揮するた
め、スマイルカーブの底辺において発展していくことが想定される。しかし、メガ EMS
といわれるホンハイは委託先企業の Appleとの内部化の問題や人件費など外部環境の変化
によりコスト削減の限界を恐れ、垂直統合型に移行する動きがみられる。このことは、エ
レクトロニクス業界の中心として期待される EMS企業が製造というモノづくりの根幹だ
けでは成長を続けることができないと判断したと考えられるだろう。環境の変化、時代の
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潮流として垂直型統合で業界をリードしてきた企業が製造をアウトソーシングしているこ
とと、EMS企業の今後の成長要因は引き続き製造に特化して更なる規模の経済性を発揮
することではないことの 2点を仮説の根拠とする。
　以上のように①②の根拠から、「エレクトロニクス業界においてモノづくりは成長要因
ではなくなった」という本研究の仮説は成り立つと考える。
　4─2.　本研究の補足：日系企業への示唆
　①は日系企業の観点から、②は EMS企業の観点からそれぞれ根拠をあげた。モノづく
りが成長要因でないなかで日系企業はなぜモノづくりに固執するのか、日系企業が今後取
りうる戦略はどのようなものか述べたい。
　日系企業の凋落の要因はモノづくりへの固執である。この背景には、日系企業が高度経
済成長とともに築いてきた日本企業モデルのしがらみがあるといえる。それまで日系企業
が成長する裏打ちとなったこと、バブルがはじけ経済状況が急転したにもかかわらず打開
策を打つことができなかったこと、日本市場だけでも各企業の成長を実現出来ていたこと
などがあげられる。これらのしがらみから日系企業は技術力というものに縛られ、慢心す
るようになり、エレクトロニクス業界の変化や時代の潮流をつかむことができなかったと
いえる。
　では、今後日系企業がとるべき方針はどこにあるか、という点であるが、その一つとし
て EMS企業へのアウトソーシングが考えられるだろう。しかし、日系企業がこれまで築
いてきたものを切り捨て、思い切ったかじ取りができるかといわれれば SHARPの事例な
どをみてもそのようには思えない。SHARPは選択の余地がなくなり、組織改編せざるを
えなくなって初めて自社工場での生産に見切りをつけた。しがらみが強すぎるがゆえに危
機や損失を大きくする前にその選択が取れなかったのである。また、EMS企業に委託す
ることが必ずしも正解であるとは言えない。バンドワゴン的なアウトソーシングをするだ
けでは打開策とはならないからである。EMS企業を活用する前に、これまでの垂直統合
型からのシフトをスムーズなものにする必要がある。それは自社の強みとはなにかを明確
にすること、EMS企業との契約ややり取りのための担当を用意すること、EMSをどのよ
うに活用するか見通しをきちんと立てることなどである。これらができて初めて EMS企
業へのアウトソーシングが活用できるといえるだろう。しかし、それでもやっと Appleな
どファブレス企業などと手法において肩を並べる段階にすべきことは留意しておかなけれ
ばならない。
　4─3.　本研究の限界と課題
　本研究において仮説を証明したわけだが、最後に本研究の限界と課題について述べる。
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まず本研究は日系企業の凋落と EMS企業の台頭という観点に焦点をあてたわけだが、日
系企業への考察が深めきれていないこと、EMS企業はまだ変化の途上であることがあげ
られる。今回、M. E. ポーターの日本企業モデルをもとに日系企業の考察を深めたが、こ
れはエレクトロニクス業界に限ったものでもなく、かつての日本企業を分析したものであ
る。そのため、エレクトロニクス業界の日系企業の現状について理論的な観点から考察を
するうえで、私たちの推測の域をでないところが多かった。
　以上のように、限界と課題を抱えている本研究であるが、当初の目的である仮説の証明
として、1年間の研究を論文としてまとめることができた。エレクトロニクス業界を分析
するにあたり、本研究が新たな視座を与えるものとなれば幸いである。
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